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経済論叢 〔京都大 学)第161巻 第3号,1998年3月

経済発展過程における生産性成長と

要素投入成長の役割

1は じ め に

松 尾 昌 宏

か つ てKaldorは,1966年 の 「イギ リス経 済 の 低 成 長 の原 因」 とい う論 文 の

中で,先 進 各 国 の成 長 率 の 高 さ を 決 め る諸 要 因 につ いて,い わ ゆ る 「カル ドア

法 則 」.と呼 ば れ る3つ の 命題 を提 示 した 。 このKaldorの 問 題 提 起 は そ の後,

そ の主 張 の 妥 当 性.,と りわ け雇 用 制約 の存 在 の 当否 を巡 って様 々 な 論争 を生 み

出 して.いく。 そ して この論 争 の比 較 的 早 い段 階 でKaldorは,労 働 供 給 制 約 説

を取 り下 げ,以 後,輸 出 需 要 を基 点 と した需 要 制 約 説 へ と転 向 す る。 そ の後,

1980年 代 の 前 半 を最 後 と して,.こ の問 題 は ほ と ん ど全 く顧 み られ な くな っ て し

ま う。 他 方,と りわ け1980年 代 の後 半 か ら,東,東 南 ア ジ ア諸 国 は急 激 な経 済

発 展 を開 始 し,世 界 的注 目を集 め る よ うに な った 。 この現 象 を理 解 す る上 で,

..ヒの 論 争 は 極 め て重 要 な意 味 を持 つ と考 え られ るが,ア ジ アの発 展 が 始 ま る前

に論 争 そ れ 自体 が終 結 して しま う とは,皮 肉 な こ とで あ る。

この 論 文 で筆 者 は,.フ ェル ドー ン法 則 と雇 用制 約 を巡 る 問題 につ い ℃,理 論.

面,実 証 面 の双 方か らの再 検 討 を試 み た 。 そ の結 果,従 来 の論 争 に欠 落 して い
ロ

るあ る重 要 な 問題 を見 出 した』 そ の 問 題 とは,短 期 的 に現 れ る 「量 」 が 「率 」

に与 え る 影響 で あ る 。従 来 の 研 究 は,理 論,実 証 研 究 と も,生 産 成 長 「率 」聖

雇 用 成 長 「率」,「労 働 生 産 性 成 長 率 」 とい った 「率 」 と 「率 」 との 間 の 関係 に

の み 着 目 し,分 析 を行 っ て い た。 と ころ が,後 に み る よ う に,短 期 的 に は

「量」 の 要 因が 「率 」 の 決 定 に大 き く関わ って くる。 その た め 「率 」 と 「率 」

.....
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の 間 の 関係 に の み着 目 して いて は,本 当 の 因 果 関係 を把 握 で きない こ とに な る。

そ して この 「量」 と 「率 」 との複 雑 な相 互 作 用 が,雇 用 制 約 の存 在 の 重 要 性 を

非 常 に見 えに く く して い る。 こ の相 互 作用 を考 慮 に 入 れ る と,か つ て の 先 進 国

間で 雇 用 制約 が表 面 上観 測 され なか った 理 由 お よび,今 日の ア ジ ア諸 国 の 統 計

デー タ上 で の 一見 無 節 操 な振 る舞 い の 双 方 が,実 に うま く説 明 で き る。

以 下 で は ま ず,カ ル ドア法 則 と雇 用 制 約 を巡 る論 争 の経 過 を追 った 後,論 争

が 見 落 と した 問題 点 につ い て理 論 的 検 討 を加 え,さ らに これ を現 実 の デー タ と

照 合 した 後,今 日論 議 を 呼 んで い る,Krugmanの 「ま ぼ ろ しの ア ジ ア経 済

論 」 に関 す る新 しい見 方 を提 示 す る。

II論 争 の 過 程

フ ェ ル ドー ン法 則 を巡 る諸 論 争 は,1949年 に イ タ リ ア語 で 書 か れ た フ ェル

ドー ンの 「労 働 生 産 性 の 発 展 を 規 制 す る 諸 要 因」 と い う.論文 を,Kaldorが

1966年 の 「イ ギ リス経 済 の低 成 長 の 原 因」 とい う論 文 の 中で 再 発 見 す る こ とに

よ っ て始 ま っ た 。 この 論 文 の 中でKaldorは1953-64年 のOECD諸 国 の経 済

統 計 デー タに 基づ い て,経 済発 展 過 程 にお け る3つ の法 則 を提 示 して い る。 そ

の一 つ 目は,一 国 全体 の経 済 成 長率 の高低 を決 め るの は,製 造 業 部 門 の 成 長 率

で あ る とい う もの で あ る。Kaldor自 身 が 説 明 して い る よ う に,こ の 命題 は 決

して 当然 の こ とで は な い。.Kaldorは,国 内総 生 産 成 長 率 の,製 造 業,非 製 造

業,サ ー ビ ス業 そ れ ぞ れ の成 長 率 に対 す る回帰 式 を 導 出す る と,製 造 業 に関 し

.ての み,係 数 が 著 し く1よ り も小 さ くな る とい う結 果 を得 て い る。 つ ま り,国

内総 生 産 成 長 率 の 高 い 国 は,製 造 業 成 長 率 が そ れ以 上 に高 くな って い るの で あ

る。Kaldorの 二 つ 目 の命 題 は,生 産 成 長 率 の高 い 国 ほ ど労 働 生 産 性 成 長 率 が

高 い とい う,い わ ゆ る 「フェ ル ドー ン法 則 」 に 関 す る も の で あ る。 前 と 同 じ

デー タ に基 づ い てKaldorは 製造 業部 門 に お け る生 産 成 長 率 と労 働 生 産 性 成 長

率 との 間 に,正 の 相 関 関係 を見 出 してい る。 この検 証 結 果 に よれ ば,製 造 業 部

門 に お け る1%の 産 出 の 増 加 は,0.5%の 労働 生 産 性 の上 昇 を 生 む とい う。 も
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図 ▼ 経 済 成 長 率 と製 造 業 成 長 率 の 相 関 関 係
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し,こ こで の 因 果 関 係 が 単 に,労 働 生 産性 の上 昇 → 生 産 の 増 大 とい う方 向で あ

れ ば,1よ りも小 さな 係 数 が 出 る に は需 要 の価 格 弾 力 性 が1よ り小 さ くな け れ

ば な らな い が,Kaldorに よれ ば,そ う した検 証 に 耐 え 得 る統 計 的 結 果 は.見当

た らない とい.う。 この こ とを以 ってKa且dorは,因 果 の方 向 は,生 産 の増 大 →

労 働 生産 性 の増 大 で あ る と主 張 す るoKaldorが 提 示 した 第 三 の 命 題 は,成 長

率 を決 め る上 で の,農 村 部 の過 剰 労 働 力 の存 在 の重 要 性 で あ る。 一般 に,農 業

部 門 の 労 働 力 比 率 の 高 い 国 ほ ど,製 造 業 部 門へ の 労 働 力 流 出 とい う形 で 製 造 業

部 門 に提 供 で き る労働 力 は 大 きい。 そ して,そ う した 農 村 部労 働 力 の枯 渇 に よ

る製 造 業 部 門 の 労 働 力 不 足 が イ ギ リス 経 済 の低 成 長 の 原 因で あ る こ と をKal一.

dorは 示 唆 してい る。

そ れ で は,以 上 に挙 げたKaldorの 諸 命題 は,果 た して妥 当 で あ ろ うか 。 ま

ず,第 一 番 目の命 題 に 関 して は,筆 者 白 身が 「世 界経 済統 計 」 デ ー タに基 づ い

て 回 帰 を行 った と ころ,図 の よ うな強 い正 の 相 関 関 係 が 見 出 さ れ た(図1>。

従 っ.て,こ の 命題 の妥 当性 に 関 して は,争 う余 地 が な い よ.うで あ る。 次 に,第

二,第 三 の 命 題 に 関 し て は,1975年 にRowthornが,労 働 生 産 性 の 上 昇 が労
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働 供 給 に制 約 され てい るの で あ れ ば,労 働 生産 性 成 長 率 の回 帰 式 は,生 産 成 長

率 に 関 して で は な く,雇 用 成 長 率 に つ い て 求 め られ るべ きで あ る との 批 判 を

行 っ て い る。 この なか でRowthornはKald⑪rと 同 じデ ー タを用 い て検 証 を行

い,労 働 生 産 性 成 長 率 と雇 用 成 長 率 の 間 に も,正 の 相 関 関 係 を見 出 して い る。

とこ ろが 問 題 は,こ の結 果 が ただ 一 つ の国,す な わ ち 日本 の 存在 に大 き く依.存

して い る こ とで あ り,日 本 を 除外 して 再 度 回 帰 を行 う と,相 関 関係 は ほ と ん ど

消 滅 して し ま う。 こ う した 根 拠 に基 づ い て,RowthornはKaldorの 考 え に疑

問 を呈 す る ので あ る。 これ に対 す るKaldo■[1975】 の 回答 は,次 の よ うな もの

で あ った 。 まず,Kaldorは,自 分 が1966年 の 論 文 で 雇 用 が 成 長 の制 約 に な っ

て い る と した の は,た だ イギ リ スに つ い て の み で あ っ た と述 べ て い る。 さ らに

彼 は,こ の 考 え 自体 もす で に 自分 は捨 て て い る と付 け加 え て い る。Kaldorが

考 え を変 えた 背 景 には,サ ー ビス 部 門 の拡 大 と,こ の部 門 にお け る余剰 労 働 力

(何 を も って 「余 剰 」 と考 え て い る か は 疑 問 で あ るが 〉 の存 在 が あ る。 そ して

Kaldorが 雇 用 と い う供 給 面で の 制 約 に か わ って 新 し く持 ち 出 して きた の が
,

輸 出 とい う需 要 面 で の制 約 で あ っ た。 この 考 え に よれ ば,ま ず,輸 出需 要 が 外

国 貿 易 乗 数 を 通 じて 国 内所 得 ひい て は国 内 需 要 水 準 を 決 め,こ れ が 生 産 水準 さ

ら には 生 産性 を 決 め る と い う。

そ れ で は,果 た して雇 用 制 約 は,生 産性 成長 率 の決 定 に何 の役 割 も果 た して

い な い ので あ ろ うか 。 次 節 で は,こ の 問題 に 関す る理 論 的検 討 を行 う。

β一
.

III雇 用 と生 産 性 長期 の 「率 」 と短 期 の 「量 」

前節で見たようにRowthornは,雇 用成長率 と労働生産性成長率 との間に

正の相関関係が全く見られないことを理由として,経 済成長における雇用制約

の存在 を否.寇し,Kaldorを 批判 した。 これに対 してKaldorは ,自 分が主張

したのは生産成長率 と労働生産性成長率の間の正の相関関係であり,雇 用成長

率と労働生産性成長率のそれではないと反論した。そして,労 働 とい う供給制

約に替わって新たにKaldorが 持ち出してきたのが,輸 出という需要制約要因

}
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であった。 ともか く,結 局のところ両者 とも雇用制約を否定して.おり,彼 らの

あとを引 き継いだ論者たちも,彼 らと同じ立場をとっている。

以上のような.見解は,果 た して正しいのであろうか。結論を先に述べると間

違いである。なぜなら以下で示すように,仮 に雇用が生産や労働生産性の成長

に重要な役割を果たす としても,原 理的に,統 計データとしては明確な正の相

関関係が現れ得ないことがあるからである.従 来の成長論の研究は,そ のほと

んどが,経 済が最終的には長期安定成長経路に到達することを仮定 し,さ らに

現実がそうした長期経路上にあることを暗黙のうちに仮定 してきた。ところが

現実の戦後の.世.界各国の雇用成長率及び労働生産性成長率の推移を追ってい.く

と,一 定の傾向線を描きなが らも,短 期間に大 きな変動をし,し か もそのパ

ターンは国によって様々セある。その中では二つの成長率はマイナスの相関線

に沿った動きをすることもあれぼ,プ ラスの相関線に沿った動 きをすることも

ある6な ぜ,現 実の雇用成長率 と労働生産性成長率との問に正の相関関係が現

れないのであろうか。その理由は,あ る期の労働生産性成長率の決定には,そ

の期の雇用成長の 「率」だけではなく,そ れ以前の歴史過程の中か ら蓄積され

てきた 「量」的なものも関わってくるからである。このことを示すためにここ

で次めような一部門成長モデルを考えてみよう。

まず,生 産関数はコブ ・ダグラス型 とする。

(1)H=A漏EL,FO〈E,Fく1

次 に,毎 期 毎 期,産 出 の 一定 割合 きが,投 資 に振 り向 け られ る もの とす る 。

(2)ム ーsyl

す る と,次 の期 の資 本 ス トックは,資 本 の減 耗 が ない もの とす る と,

(3)κ+1二K「 トム

と表せる。次に,毎 期毎期の労働供給の増加率を 位 とすると,.

<

一
旧

.

」
翻

調
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(4)L,+,=(1十8∂ 五¢(4)'L3=(1十8L)`Lo

と な る 。 さ ら に,技 術 進 歩 率 をg4と す る と,

(5)11歪+1=(1十g4)A,(5)'!12=(1十9A)3島

で あ る 。 以 上 よ り,

(・)奮 芒i藷 一 、豊
1一・・羊魚)(・・離・・[嘉r

が 導 出 で き,こ こか ら

些 旦_1

… 量
.、 一・・　 ・(・　 ・[劉 胴

K,_ユ

・得・れ・・ここか・最紬 ・㌘ の長期収縮

(8)衡 乳量(1+幽 幽1+乱)章

が 得 られ る。 こ こか ら,

ユ ア

(9)ア}+L/y}=(1十8r)=(1十9通)τ=E.(1一 ト9五)1-a

を 導 出 す る こ とが で き る。 た だ し,KYは 産 出成 長 率 で あ る。 こ こか らわか る

よ う に,総 生 産 の う ち投 資 に向 け ら れ る割 合5は,長 期 に お け る 産 出 成 長 率

に は,何 の影 響 も及 ぼ さ ない こ とが わ か る 。 こ こで,収 穫 逓 増(E+F>1)を

仮 定 す る と,当 然(9)式 の(1十g∂ の指 数F/(1-E)は,1よ り大 き く.なる。

従 っ て 当然,雇 用 成 長 率 が1%高 まれ ば 産 出成 長 率 は1%以.ヒ 高 ま り,労 働 生

産 性 は上 昇 す る こ と にな る。 この よ うに収 穫 逓 増 が 存 在 す る と き,長 期 均 衡 成

長 率 の 下 で は,雇 用 成 長 率 と労 働 生 産 性 成 長 率 との 間 に正 の相 関関 係 が 現 れ る

こ と に な る 。Kaldorは 雇 用 成 長 率 と労働 生 産性 成 長 率 と の正 の相 関 を 否 定 し

た が,こ の こ とは彼 自身が 弾 謁 した 収 穫 逓増 の存 在 を も否 定 す る こ とに な り,
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矛盾 しているのではなかろうか。 ともか く,(9)式 の結果を実際のデータと比

較すると,雇 用制約及び収穫逓増の存在は否定されるように見える。 ところが

問題はそう単純ではない。

実際の雇用成長率は,時 間を追 ってかなり激 しく変動 している。この とき労

働生産性成長率は,常 に長期定常水準からの乖離を余儀なくされる。こ.うした

状況下では,た とえ収穫逓増が存在 したとしても,雇 用成長率 と労働生産性成

長率との問には,負 の相関関係が現れ うる。 ここで,あ る経済が,あ る期('

期)ま で一定の雇用成長率8α を維持 して きたのが,次 の期 α十1期)に

なって突然,雇 用成長率を8L,+一に増や した(ま たは減らした)と しよう。こ

のとき,(1)式 より,

H+1=A,+1κ+,EL,+ノ

で あ る か ら,(1)式,(2)式 よ.り,

(ユ・)塩 一(・+呵 κ+ムr(・+鰯 ・

=(1十8^)(1十8Lr+1ゾ(1十sA2KrE-1五,F)E

が 導 出 で き る。 さ て,'+1期 に お い て こ の式 の 中 の値 は,g正 配 を 除 い て全 て

与 え られ て い る。 この と き(1+g雄 ・)の 指 数Fは1よ り小 さ いの で,当 然,

雇 用 成 長 率 が1%高.〈(低 く)な って も,産 出 は1%以 下 の率 で しか 増 えな い

(減 ら な い)こ と に な り,従 っ て 図 の よ う に労 働 生 産 性 成 長 率 も,'時 点 ま で

.の長 期 均 衡 点Eか ら,実 線 矢 印 に沿 って低 下.(上 昇 〉 す る(図2)。 そ の理 由

は,短 期 的 に は雇.用の 成 長 率 の み な らず,過 去 の蓄 積 の結 果 と して 現在 存 在 す

る雇 用 お よ び資 本 の 絶 対 量 が,労 働 態度 性 成 長 率 に影 響 す るか らで あ る。(10)

式 か ら も明 らか な よ うに,.一 般 に'時 点 に お け る貯 蓄 率 が 高 い ほ ど,資 本.ス

トックが 小 さ い ほ ど,そ して雇 用 が 大 き いほ ど,生 産 成 長 率 は 高 くな り,従 っ.

て 労 働 生 産 性 成 長 率 も高 くな る。 な お,こ の後,雇 用 成 長 率 が9LMに 固 定 さ
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れた状態が長期間に渡って持続すると,図 の点線のように,労 働生産性成長率

は再び,右 上が りの直線上へと..次第に収束 してい く。次に,毎 期毎期雇用成

長率が ランダムに変化する場合は,労 働生産性成長率 との間にどの.ような関係

が生 じるであろうか。 この場合 は,図 のように,右 下が りの傾向線が現れる

(図3)。

それで.は次に,雇 用成長率それ自体が,毎 期毎期一定の傾向をもって増大あ1

るいは減少 しつつある場合は,雇 用成長率 と労働生産性成長率 との間には,ど

のような関係が生.じるであろうか。 ここでは,雇 用成長率が当初は.ヒ昇を続け

た後,途 中から減少に転 じる場合について考えよう。.この場合,後 発国につい

一

」
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て労働生産性成長率は,図 のような反時計回 りの軌道を描 く(図4)%そ の理

由は,雇 用の 「量」が高い水準に到達するのは,雇 用成長の 「率」が一定期間,

高い水準を保った状態を続けた後になるからである。そのため,雇 用成長率が

減少に転じた後も,労 働生産性成長率は,高 い雇用水準を背景 として進む急速

な資本蓄積によって,し ばらくの問は高い水準に保たれることになる。

このような雇用成長率の一定方向への加速と,そ れに続 く減速は,ど ういつ

だ状況下で生じるであろうか。まず,加 速の方は,工 業部門において規模の経

済性が存在 しかつ,工 業製品への需要の価格弾力性が高いときに生 じやすい。.

このとき,工 業部門において何 らかの原因で雇用成長率が上昇すると,工 業雇

用量は増大 し,生 産,投 資が増大 し,そ れによる雇用と資本ストックの増大は

(10)式の関係を通じて産出成長率を引き上げ,そ れが製品価格の低下と高い需

要の価格弾力性を背景として更なる雇用増大を招 くという好循環が起こる。 し

か し,こ の過程は永続しない。なぜなら工業部門の高い雇用成長率は,農 村部

に大量の余剰人口があってはじめて可能であり,工 業部門の高い雇用成長が続

1)モ デルの詳細な構造については,松尾[1997]基本モデル参照。
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けば,.い ず れ は余 剰 人 口 は枯 渇 す るか らで あ る。.さらに,所 得 の増 大 は第3次

産 業 部 門 へ の 需 要 の シ フ トを生 み,工 業 部 門 の 需 要 の価 格 弾 力 性 は次 第 に低 下

す る。 こ う して工 業 部 門 の雇 用 成 長 率 は鈍 化 を始 め る。 この後 も,労 働 生 産 性

成長 率 は,先 に も述 べ た過 去 の労 働 力 流 入 とい う 「量 」 の効 果 に よ って,当 面

は 高 い率 で上 昇 を続 け るが,こ れ もや が て は減 少 に転 じる。 こ う して,先 に 見

た よ う な 反 時 計 回 りの 軌 跡 が 現 れ る。 図4は,こ う した 前 提 に 立 っ た 松 尾

[1997]モ デ ル を も とに描 か れ た もの で あ る。.なお,雇 用 成 長 率 加 速 の メ カ ニ

ズ ム は;裏 返 せ ば そ の まま 減速 の メ カニ ズ ムの 説 明 に も使 え る。

で は次 に,以 上 に述べ て きた よ うな モ デ ルの パ ター ンは,現 実 の デ ー タ とど

の よ うに対 応 して い る ので あ ろ うか 。 次 節 で は この 点 に つ い て見 て い く。

IVモ デ ル に 現 れ た パ タ ー ン と,現 実 の デ ー タの 対 応 関 係

この 節 で は,前 節 の モ デ ルで 示 され た よ うな パ ター ンが果 た して実 際 に観 測

され るか ど うか を示 し,そ の 結 果 を基 之,Rowthorn等 が 指 摘 した 雇 用 成 長 率

と生産 性 成 長 率 との 無 相 関 とい う事 実 を ど う理 解す べ きか につ い て,新 しい 解

釈 を提 示 してい く。

さ て ま ず,OECD加 盟 各 国 に関 して は,「.OECD経 済 統計1960-90」 よ

り,か な りの 国 につ い て,製 造 業 部 門 の生 産高(ま た は指 数)お よび 同 部 門 の

雇 用 数(ま た は 指 数)に 関 して デ ー タを得 る こ とが 可 能 で あ る。 また,発 展 途

上 諸 国 に 関 して は,国 際連 合 発 行 の 「世 界 統 計 年 鑑 」 よ り,あ る程 度 まで は

デ ー タ入 手 可 能 で あ る。 しか し,そ の うち の多 くの 国 に関 して,デ ー タの数 値

が 年 度 に よ って は 欠 落 して い た り,あ るい は統 計 の 取 り方 の 変 更 に よ って数 値

が 年 度 間 で 激 変 し て い る もの が 多 か った 。 そ う した 中で,比 較 的 信 頼 で き る

デ ー タが得 られ た の が,韓 国 とマ レー シ アで あ った 。 ま た,.そ の他 の 国 々 に関

して も,世 界銀 行 発 行 の 「世界 経 済 統 計1973-1993」 よ り,先 進 国,途 上 国 を

問 わ ず,か な りの数 の 国 々 に関 して,デ ー タが 入手 可 能 で あ る。 但 し,各 資 料

の 重 複 す る デー タ間 の比 較 を行 った とこ ろ,「 世 界 経 済 統 計 」 に お い て は,全

1
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.般 的 に は製 造 業 の 実 質 生 産 の成 長 の大 きさが,他 の 二 者 と比べ てか な りの程 度

低 く評 価 され て い た 。 ま た,雇 用 成 長 率 に 関 して も,い くつ か の 国 で,か な り

の不 一 致 が 見 られ た 。 と もか く以 下 の分 析 は,こ う した事 実 を念頭 に置 い た上

で 行 っ てい く。.まず は じめ に,「 世 界 経 済 統 計 」 デ ー タに基 づ い て,1975-90年

の世 界 各 国 の製 造 業 雇 用 成 長 率 と労 働 生 産性 成 長 率 を求 め る と,.図5の よ うに

な る。 こ こか ら明 らか な よ う に,.雇 用 成 長 率.と労 働 生 産 性 成 長 率 との 間 に は,

ほ とん ど相 関関 係 が 見 られ な い か あ る い は む しろ,相 関 はマ イ ナ ス とな って い

る 。 な お,言 う まで も な く,こ の 平面 上 の傾 きが マ イ ナ ス1の 任 意 の 直 線 上 で

は,生 産 成 長 率 は等 し くな って い る。 こ こか ら,.各 国 の分 布 を さ ら に詳 し く見

る と,フ ラ ンス と モ ロ ッコ を結 ぶ 線 上 に位 置 す る諸 国 は,生 産 成 長 率 が ほ とん

ど変 わ らな い一 方,韓 国,マ レー シ ア,イ.シ ドネ シ ア とい っ た ア ジ ア諸 国 は,

この傾 向線 か ら大 き く右 上 方 に外 れ た 位 置 にあ る。前 節 で 見 た よ うに,雇 用 成

長 率 が ラ ン ダム に変 化 す る と き は,相 関 線 の傾 きは,マ イ ナ ス とな る。 従 って

こ こで のア ジ ア を 除 く諸 国 の分 布 は,理 論 と整 合 的 で あ る。 それ で は ア ジ ア諸

国 の 異 常 な分 布 位 置 は,ど の よ う に して もた ら され た の で あ ろ うか 。 これ を見

るた め に,次 に,ア ジ ア各 国 の時 間 を追 って の 分 布 位 置 の変 化 を見 て い こ う。

こ こで 最 も重 要 な デ ー タ とな る のが,韓 国,日 本,マ レー.シアで あ る。 まず,

-
.
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「世界 統 計 年 鑑 」 デ ー タ に基 づ い て 韓 国 の1955-65年 か ら,1983-93年 まで の10

年 間 移 動 平 均 の20年 間 の推 移 を 見 る と,図6-1の よ う に反 時 計 回 りの 軌跡 が

描 け る。 次 に,日 本 につ い て 「OECD経 済 統 計 」 に基 づ い て1960-70年 か ら

1980-90年 の推 移 を 見 る と,既 に1960-70年 以 降,日 本 の製 造 業 雇 用 成 長 率 は 低

下 す る一 方 で あ る。 他 方,生 産性 成長 率 が 低 下 を始 め るの は,石 油 危 機 以 降 の

一
.

一

…
ー

ー

}



働(294)

4

第161巻 第3号

図6-3

マ レー シ ア

3

2

1

労
働
生
産
性
成
長
率

1990

0
0

1985

1993

1234567.8

.雇 用 成 長率

図6-4

日 本 ・韓 国 ・マ レ ー.一シ ア

9

労
働
生
産
性
成
長
率

12

1:

:二㌔

・:

●

●

■

■
●

●

O

●

●

●
'

・

●

●

・
●

O

O

●

●
●

●

33・ ●
'… 「

●

●

●
●

●・ ●

●

●

●O
O

●

■

二2 0 2 468

雇用成長率

10 1214

こ とで あ り,低 下 傾 向 は 石 油 危 機 の は るか 後 にい た る まで 継 続 して い る(図

6-2>。 最 後 に,マ レー シ ア につ い て は,「 世界 経 済統 計」 に 基 づ い て 図 を作

成 した と こ ろ,製 造 業 部 門 の 雇 用 成 長率 は増 大 す る一 方 で あ るが,労 働 生 産性

の方 は,む しろ低 下 傾 向 にあ る(図6-3).。

以 上 の3ケ 国 の デー タを重 ね 合 わ せ る と,軌 跡 は ほぼ 一つ に 繋 が る(図6一.

一
.
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4).。 これ を.見て も明 らか な よ う に,こ の 動 き は,前 節 の シ ミュ レー シ ョンで

得 た パ ター ン とか な り似 通 って い る。 前 節 の シ ミュ レー シ ョンで は,サ ー ビス

部 門 を考 慮 に.入れ な か った た め,製 造 業 部 門の 雇 用 成 長 率 の鈍 化 に は下 限 が 存

在 した が,仮 にサ ー ビス部 門 を考 慮 し,同 部 門へ の 労働 力 の流 出 を モ デ ル に取

り入 れ て い た と した ら,雇 用 成 長 率 の鈍 化 過 程 にお け る生 産性 成 長率 の低 下 の

パ ター ン は,現 実 の デ ー タ と同 じ く,も っ となだ らか な左 下 が りの 曲線 とな っ

てい た で あ ろ う。

そ れ で は次 に,日 本 を 除 くOECD各 国 の雇 用 成 長 率 と労 働 生 産 性 成 長 率 の

分 布 は,ど の よ う にな って い るで あ ろ うか 。 結 果 は,図 に示 した通 りで あ る。

ア メ リカや イ ギ リ スに つ い て は,定 ま っ た傾 向 はあ ま り見 られ な いか も し くは,

幾 分 右 下 が りの 関 係 が 見 られ る(図7-1,7-2)。 こ の 分 布 は,前 節 で 雇 用

成 長 率 を ラ ン ダ ム に与 えた と きの分 布 の形 と同 じパ ター ンで あ る。 な お,両 国

とも経 済 的 に は,最 も成 熟 して い る とされ る。 次 に,や や 後.発の ドイ ツ,フ ラ

ンス,ス ペ イ ン に関 して は,い ず れ も1990年 代 の 前.半頃 まで は,右 上 か ら左 下

へ と,つ ま り雇 用 成 長 率 を 下 げ なが ら,労 働 生 産 性 成 長 率 も下 げ て い く とい う

傾 向が 見 られ る(図7-3,7.一4,7-5)。 この 傾 向 は特 にス ペ イ ンに顕 著 で



駈 ・ 〔296) 第161巻.第3号

図7-2

イギ リ ス

労
働
生
産
性
成
長
率

1990

1985

逝980

且975

1970

5

4

2

1

倒

.ヨ

ー
調

瀕

,、』
劉

1

一4 一3 一2

雇 用 成 長 率

図7-3

ドイ ツ

一1 0

.

・塞

労
働
生
産
性
成
.長
率

1980

1985

1975

1990

3

2

1

1970

一

・1

一25-2-1 .5.一1一 〔}.50α51

雇用.成長率

あ り,ま た 先 に挙 げ た 日本 に も,同 様 の 傾 向 が 見 られ た 。 な お,そ の後 の各 国

の動 き に は,あ ま り定 ま った傾 向 は見 られ な い 。 但 し,動 きの 方 向 は右 下 が り.

(日本,ド イ ツ,ス ペ イ ン.)ま た は左 上 が り(フ ラ シス)と な っ てい る。

以 上 の結 果 を前 節 の 理論 と組 み合 わ せ て素 直 に解 釈 す る と,次 の よ うに な る

で あ ろ う。 まず,一 般 に後 発 国 は そ の キ ャ ッチ ア ップ過 程 の 中 で,先 に述 べ た

『
究
.

下
達
.
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よ うな 反 時計 回 りの経 路 を た どる。 そ して 日本 や ドイ ツ,フ ラ ンス,.ス ペ イ ン

の 時 系列 デ ー タめ 中 に 当初 見 られ た 左 下 へ の 動 きは,こ の 反時 計 回 りの動 き の

最後 の段 階 を示 す もの と考 え られ る。 他 方,い った ん経 済 が成 熟 段 階 に達 す る

と,あ とは雇 用 成 長 率 の変 化 に一 定 の 傾 向 は な くな り,ラ ンダ ム な動 き の 占め

る割 合 が 大 き くな る。 す る と,分 布 は 右.ドが りも し くは左 上 が りと な る。 年 度 一

愉
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別データで時間を経るにつれマイナスの相関の傾向が強まってきたのは,多 く

の国が次第に成熟段階に到達してきたことを示すのではなかろうか。このよう

に解釈すれば,な ぜRowth・mの データにおいて,日 本のみが異常に高い雇

用成長率と労働生産性成長率を示 していたのかがわかる。当時,日 本は反時計

回 りの軌道の頂点.にいたのである。

以上の結果をもとに結論を出すと,次 のようになる。まず,仮 に雇用制約が

生産性の上昇に大きな役割を果たすとしても,現 実の経済が長期均衡状態に安

定 していないために,雇 用成長率と労働生産性成長率 との間には,必 ずしも正

の相関関係が現れるとは限らないということである。そしてその理由は,短 期

的には 「量」の効果が 「率」の効果を圧倒するからである。従 って,雇 用成長

率と労働生産性成長率の間に正の相関関係が見られないからといって,雇 用制

約が労働生産性の向上に何の役割 も果たしていないと結論づけるのは誤 りであ

るということになる。

「量」の効果が 「率」を左右するとき,後 発国の経済発展のキャ.ッチアップ

過程には,ひ とつの興味深い現象が現れる。すなわち,従 来の成長会計の方法.

による,経 済成長の要因別分解を行 うと,.発展のある時点で,全 要素生産性成

長率の貢献度が,か なり低 くなる時期が現れるのである。この現象は,近 年論

議を呼んでいる,い わゆる 「まぼろしのアジア経済」論と,何 らかの関係があ

るのではなかろうか。次第では,こ の問題について とりあげてい く。

V「 量」の効果と 「まぼろしめアジア経済」論の仕掛け

よ く知 られ る よ うに,経 済 成 長 の要 因別 分 解 分 析 の 方 法 は ,1956年,Solow

に よ って 初 め て 開発 され た 。 そ の 方 法 は ,以 下 の よ うに な って い る。 まず,生

産 要 素 と し.ては資 本 と労 働 の2種 類 を考 え,経 済 全体 の生 産 関数 は,こ の 二 つ

.の 要 素 に 関 して一 次 同 次 とす る。 ま た,全 要 素 生 産性 は,時 間 を通 じて 変 化 す

るが,そ の値 は外 生 的 に与 え られ る 。 す る と,生 産 関数 は,一 一般 に,
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(11)...r=五(')・f(K,五)

(299)39

と書 くこ とが で き,こ れ を時 間 に関 して 全微 分 す る と,

(12)亨 一誓 ・・誓 ・碓

とな る。 な お,.Aは 全 要 素 生 産 性 を,～ は 時 商 を示 し,ま た,α,β は そ れ ぞ

れ 資 本 分 配率,.労 働 分 配 率 を示 す 。 この 式 をdAん4に つ い て解 く と,.

(・3)柴 栗・帯 ・堆

とな り.,こ の(13)式 右 辺 各 項 に生 産 性 成 長 率,資 本 ス トッ ク成 長率,雇 用 成 長

率,資 本 分 配 率,労 働 分 配 率 を代 入 す れ ば,全 要 素 生 産性 成 長 率 が 求 ま る。

さ て,こ の 方 法 を用 い てYoung[1994】 が 行 った 計 測 に よれ ぽ,1966年 か ら

90年 に か け て,東 ア ジ ア諸 国 の経 済 成 長 には,全 要 素 生 産性 の 向上 が ほ とん ど

な く,そ の大 部分 は資 本 と労 働 投 入 の増 大(あ るい は労 働 の産 業 間移 動 〉 で 説

明 で きて しま う とい う。 そ して こ の事 実 を も とにKrugman[19941は,今 日の

東 ア ジア の驚 異 的 な成 長 は,1960年 代 の ソ ビエ トの 成 長 と同 じ質 の もので,い

ず れ 成 長 の 限.界に突 き当 た る の で は な い か と の 疑 問 を提 示 した 』 こ の考 え は

「ま ぼ ろ しの ア ジ ア経 済論 」 と呼 ば れ,物 議 を醸 した が,全 般 的 に は,ほ とん

どあ らゆ る経 済学 者 や 官 庁 エ コ ノ ミス トそ の 他 の 人 々 か ら批 判 され てい る。 と

こ ろが 問 題 は,K・ugmanを 批 判 す る人 々 の 多 くが,Krugmanが 依 拠 した事.

実 が 一体 な ぜ 観測 され た のか とい う原 因 に関 して,ほ とん ど何 の理 論 的 説 明 も

して い な い こ とに あ る。 批 判 の多 くは今 日の ア ジ アの順 調 な発 展 とい う事 実 を

強 調 す る ば か りで あ り,確 固 と した 論 拠 に基 づ い た批 判 とい うよ りはむ しろ,

感 情 的批 判,時 流 へ の単 な る追 随 とで も呼 ん だ 方 が似 つ か わ し く思 わ れ る%

こ う した 問 題 は,前 節 で 述 べ た よ う な過 去 に蓄 積 さ れ て きた 「量 」 の問 題 を

考 慮 す る こ とで,容 易 に説 明で き る。(12>式 の 問 題 は,式 の 中 の説 明変 数 が,

2}.ク ルーグマン[1995]に 対する批判の典型的なものとしては,経 済企画庁調査局[1995]が あ

る。
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全 て 「率 」 に よ うて い る こ と にあ る。 そ の た め,そ う した 「率 」 が 蓄 積 さ れ た

結 果 と して の 「量 」 の 影響 が,全 く排 除 され てい る。 そ して この 「量 」 の 問題

を考 慮 に入 れ る と,今 日の ア ジア途 上 国 の生 産 成 長 に 占め る全 要 素 生 産性 の 割

合 が 低 い 理 由は,以 下 の よ うに説 明 され る。 まず,前 節 で も述 べ た よ うに,短

期 酌 に は雇用 量 の増 大 は,生 産 成 長 率 に プ ラ スの 影 響 を もた らす 一 方,雇 用 成

長 率 の増 大 は,マ イ ナ.スの影 響 を もた らす 。 さ ら に,あ る 時 点 で の雇 用 量 と は,

過 去 の 雇 用 成 長 が 累積 的 に蓄 積 さ れ た結 果 と して 存 在 す る。 そ の た め,「 量 」

の効 果 は 「率 」 の効 果 よ り も遅 れ て 現 れ る。 従 って,雇 用 成長 率 が 加 速 → 減 速

→ 反転 → マ イナ ス方 向 へ の 加 速 一ゆ減 速
,安 定 とい うサ イ ク ル を描 く中で は,投

資 効 率 が 急 上 昇 を始 め るの は,雇 用 成 長 率 が 反転 に転 じてか らで あ る。

以一.ヒに述 べ て き た こ と を さ ら に明 快 に 示 す た め,次 に モ デ ルの シ ミ ュ レー

シ ョンを試 み,生 産 成 長 率 に占 め る 全 要 素生 産性 そ の他 の変 数 の貢 献 度 の シ ェ

ア の推 移 を見 て い こ う。 ま ず,生 産 関 数,投 資 関数,資 本 蓄 積 関 数,技 術 進 歩

関数 につ い て は,第3節 と同 じ もの とす る。 な お,(1)式 及 び(5)式 に つ い て

は と りあ えず.E=0.7,F=0.6,8n=0.OD5と す る。 この と き当 然 「本 当 の」

全 要 素 生 産 性 成長 率 は,0.5%と な るが,以 下 で 行 うの は,こ れ を残 差 とい う

伝 統 的 な 成 長 会計 の 方 法 で 求 め る と,ど の よ う な値 の 系 列 が 得 られ るか とい う

.計 算 で あ る。

次 に,雇 用 成 長 率 につ い て は,第3節(4>式 で は一 定値 に 固定 したが,と こ.

で は 加 速 → 減 速→ 反転 → マ イ ナ ス方 向 へ の 加 速 → 減 速,安 定 とい うプ ロ セ.スを

描 くた め に,次 の よ うな形 を採 用 す る。

(4>'L,+1=五r*.(1.04十(sin(0.1'一 〇,5))/14)

この とき雇 用 成 長 率 は,4%水 準 を 中心 と して,最 大U%か ら,最 小 一3%ま

で の 間 の値 を周 期 的 に変 動 す る こ とに な る。 な お,反 時 計 回 りの 雇 用 サ イ ク ル

は一 回 き りの もの で あ るた め,こ こで行 うシ ミュ.レー シ ョ ンも,1サ イ クル分

だ け とす る。 次 に,.投 資 率Sは,成 長 率 と正 の相 関関 係 が あ る もの と し,以 下
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図8-1労 働生産性成長率

10%

5%

o

● ●..・ ●
●

○

・.唖 ● ● ・

.

●

.

o

●

雇用成長率

(301}41
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(13)式 の 中 の諸 変 数 の うち,生 産 成 長 率,資 本成 長 率,雇 用 成 長 率 につ い て

は,計 算 に よ り求 め る こ とが で き るが,残 る要 素 分 配 率 α お よ び β の値 に つ

い て は,外 か らそれ ぞ れ,0.3,0.7を 与 え る こ とに す る 。

以 上 の よ うな設 定 に基 づ い て,50期 に渡 って残 差 とし て決 ま る全 要 素 佑 産性

.そ の他 の値 の推 移 を,絶 対 水 準 お よび,生 産 成長 率 に 占め る シ ェ アそ れ ぞ れ に

つ い て見 てい くと,以 下 の よ う にな る(図8-1,8-2,8-3)。 ま ず,雇 用

成 長 率 と労働 生 産 性 成 長 率 の推 移 は,図8-1.の よ う に な る。 次 に,成 長 率 の

絶 対 水 準 につ い て 見 て い く と,生 産 成 長 率 が 最 大 に達 す るの は,28期 で,19%

弱 で あ る(図8-2)。 また雇 用 成 長 率 が 最 大 に達 す るの は21期,資 本 ス トック

成 長率 は,31期 で あ る。 全 要素 生 産 性 成 長 率 につ い て は,当 初 低水 準 に あ るが,

次 第 に上 昇 し(パ ラ メー タの与 えか た に よ って は当 初,減 少 す る こ と もあ る),

31期 で 最 大 に達 し,そ の後 は減 少 に転 じる。.次に,.生 産 成 長 に 占 め る 各 要 因 の

田

-

1
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図8-2.
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シ 上 アの 推 移 を見 て い くと,雇 用 成 長 率 の 加 速 期 か ら減 速 、反 転 期(10-40期)

に掛 けて の 生 産 成長 率 は,そ の大 部 分 ,最 大 時 には80%近 くまで を,要 素 投 入

量 の増 大で 説 明す る こ とが で き る(図8-3)。 そ の うち 当初 は,雇 用 成 長 が 主

導 し,15期 に は そ の シ ェ ア は,50%以 上 に も達 す る。 そ の 後 は次 第 に資 本 ス

トッ クお よ び全 要 素 生 産 性 の 成 長 率 の シ ェ アが増 大 して い:く.。特 に全 要 素 生 産

性 成 長 率 の シ ェ アの 増 大 は 目覚 し く,40期 に は50%に 達 し,50期 あ た りで は,

ほぼ100%に も.なる。 な お,雇 用 成 長 率 の 貢献 度 は,43期 で マ イ ナス に転 じる。.

以 上 の 結 果 を 現 実 の デ ー タ と対 比 す る と,次 の よ う に な る。 まず ,先 に も見

た よ うに,マ レ門 シ ア は い ま ま さ に,雇 用 成 長 率 を 加 速 させ て い る段 階で あ る。

ま た,韓 国 も雇 用 成 長率 を減 速 させ て い る とは い え,そ の水 準 は,1980年 代 半

ば 頃 ま で は先 進 各 国 よ り もか な り高 く,数 年前 まで は,高 度 成 長 期 の 日本 に匹.

.敵 す る ほ どで あ った 。 従 って,両 国 と も,成 長 率 に 占 め る要 素 投 入 の 貢 献度 は,

ま だ ま だ 高 い段 階 にあ る と考 え られ る 。 しか し今 後 は雇 用 成 長 率 が低 下 す るに

つ れ,ま ず 韓 国 が,そ して次 に は マ レー シ ア等 の諸 国 が 全 要 素 生産 性 成 長 率 の

シ ェ ア を高 め て くるはず で あ る。

なお,最 後 に,上 の モ デ ル,シ ミュ レー シ ョ ンで考 慮 に入 れ た.のは製 造 業 部

門 の み で あ った 。 しか し現 実 に は経 済 全 体 の全 要 素 生 産性 上 昇 率 を計 測 す る に

は,農 業,サ ー ビス業 部 門 も考 慮 に入 れ る必 要が あ る。 この とき,あ る産 業 の

雇 用 の急 増 ば,他 の産 業 の雇 用 の 減 少 を意味 す る ので あ るか ら,恐 ら く産 業 全.

体 で の雇 用 成 長率 の 貢 献 度 は,上 の シ ミュ レー シ ョ ン結 果 よ りは 低 い もの とな

ろ う。 しか しと もか く上 の結 果 は,今 口の ア ジ ア諸 国 の 全 要 素 生 産 性 成 長率 の

低 さ を説 明 す る有 力 な 論理 的根 拠 とな る こ とに変 わ りはな い1.

VI結 論

この論文では,生 産性の.成長において,労 働,資 本といった生産要素投入の

増大がいかなる役割を果た しているかについて論じてきた。その結果,要 素投

入成長率が常に変動 している状況の下では,短 期的に現れる 「量」の影響が

1

薩
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「率」の影響を凌駕 し,従 来の伝統的研究が依ってきた,長 期的な 「率」 と

「率」の間の関係を見るだけでは,因 果関係の全てを把握することが出来ない

ということが示された。このことは,従 来の分析方法では否定されてきた労働

生産性成長における雇用制約の役割についての,再 検討の必要性を示すもので

ある。さらにこの問題は,ア ジア諸国の全要素生産性の成長を巡る論議にも,

新 しい視点を提供するものである。現在とりわけアジアの発展について議論の

焦点となっている問題は,200年,300年 といったはるか将来に何が起こるかと

いう問題ではなく,今 後20年 から30年後に起こる出来事である。こうした 「短

期」の問題が今後の経済発展を予測する上で,今 後極めて重要な位置を占める

ことは,間 違いない。 この面での今後の理論的発展が待たれるところである。
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